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利用にあたって 
 

１．本書は、主に2020年工業統計調査の結果をもとに、高山市の工業について分析して

います。ただし、集計方法等により、経済産業省及び岐阜県が公表する数値と相違

する場合があり得ますのでご承知ください。 

２．出典は、おおむね各表の右下部に掲げています。 

３．数値の単位は、おおむね各表の右上部に掲げています。また、単位未満については、 

原則として四捨五入しているため、合計の数値と内訳の計とが一致しない場合もあ

ります。 

４．統計符号の用法は次のとおりです。 

    ⑴ 「０」 単位未満（四捨五入後） 

⑵ 「－」 該当数値なし 

⑶ 「Ｘ」 発表を差し控えたもの 

    ⑷ 「△」 減 少 

５．その他 

⑴ 調査期日は、令和2年6月1日現在のものです。 

⑵ 従業者4人以上の事業所を対象に集計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業統計調査について 

◎ 工業統計調査とは、工業の実態を明らかにすることを目的として、統計法に基づ

き実施される指定統計調査です。 

◎ 調査対象は、日本標準産業分類の「大分類Ｅ－製造業」に属する事業所を対象と

しています。 

◎ 2020年工業統計調査は6月1日を調査期日として実施しています。（事業所数、従業

者数、敷地面積は令和2年6月1日現在、製造品出荷額等は平成31年1月1日から令和

元年12月31日までの1年間の製造品出荷額、加工賃及び修理料。） 

◎ 本書内では、2020年工業統計調査結果の本文中や図表上の表記を令和元年に統一

しています。 
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１．産業構造 

 

 市内の製造業における産業構造を2020年工業統計調査結果からみると、全国、岐阜県と比

べて、生活関連・その他型産業の比率が非常に高いのが特徴である。 

市内における生活関連・その他型産業の事業所数は、全体の67.7％となっており、国・

県の構成比率（国32.9％、県27.3％）と比べ、それぞれ約2.1倍、約2.5倍となっている。 

また、製造品出荷額等については、全体の35.9％となっており、国・県の構成比率（国

17.0％、県14.3％）と比べ、それぞれ約2.1倍、約2.5倍となっている。 

付加価値額についても、全体の26.7％となっており、国・県の構成比率（国19.2％、 

県15.2％）と比べ、それぞれ約1.4倍、約1.8倍となっている。（第１表） 

 次に、産業中分類別に製造品出荷額等の構成比を全国と比較・分析すると、生活関連・そ

の他型産業においては、家具・装飾品製造業の特化係数が16.74と突出しており、当市の特

徴的な産業であることが読み取れる。 

その他、基礎素材型産業においては、化学工業、パルプ・紙・紙加工品製造業、木材・

木製品製造業の特化係数が1.25以上となっているのをはじめ、加工組立型産業においては、

はん用機械器具製造業の特化係数が2.18、生活関連・その他型産業においては、食料品製造

業の特化係数が2.13、繊維工業の特化係数が2.06となっているなど、これらが当市において

特化した産業となっているといえる。（第２表） 
 

（用語の説明） 

・従業者数＝個人業主及び無休家族従業者＋有給役員＋正社員・正職員＋パート・アルバイトなど－送出

者＋出向・派遣受入者 

・製造品出荷額等＝製造品出荷額（副産物、製造工程から出たくず及び廃物を含む）＋加工賃収入額＋そ

の他収入額 

・付加価値額（粗付加価値額） 

（３０人以上）＝生産額（※）－内国消費税額等－原材料使用額等－減価償却額 

（２９人以下）＝製造品出荷額等－内国消費税額等－原材料使用額等 

（※）生産額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及び仕掛品年末額 

－半製品及び仕掛品年初額） 

・特化係数＝産業別製造品出荷額等構成比（高山市）／産業別製造品出荷額等構成比（全国） 

 

（産業３類型別の区分） 

① 基礎素材型産業 

木材・木製品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、化学工業、石油製品・石炭製品製造業、プラ

スチック製品製造業、ゴム製品製造業、窯業・土石製品製造業、鉄綱業、非鉄金属製造業、金属製

品製造業 

② 加工組立型産業 

はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電

子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業 

③ 生活関連・その他型産業 

食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、家具・装備品製造業、印刷・同関連業、な

めし革・同製品・毛皮製造業、その他の製造業  
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第２表 産業中分類別製造品出荷額等における高山市の特化産業（全国対比） 

産業３類型 

 

特化係数 

基礎素材型産業 加工組立型産業 生活関連・その他型産業 

1.25～ 

16.化学工業 （  X） 

14.ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品 （1.88） 

12.木材・木製品 （1.50） 

25.はん用機械器具 (2.18) 

13.家具・装備品（16.74） 

9.食 料 品 （2.13） 

11.繊維工業 （2.06） 

0.75～1.25 21. 窯業・土石製品 （0.82） 26.生産用機械器具 （1.11） 15.印刷・同関連業 （0.81） 

～0.75 

24.金属製品 （0.22） 

17.石油・石炭製品 （   X） 

18.ﾌﾟﾗｽﾁｯク製品 （   X） 

30.情報通信機械器具 （   X） 

29.電気機械器具 （   X） 

27.業務用機械器具  (   X) 

28.電子・デバイス・電子回路 （   X） 

31.輸送用機械器具 （   X） 

10.飲料・たばこ・飼料 （0.65） 

32.その他の製造業 （0.24） 

                  工業統計 

 

 

 

 

第１表  産業３類型別（事業所数、製造品出荷額等、付加価値額構成比の対比）

(単位：％)

地域・区分 基礎素材型産業 加工組立型産業 生活関連・その他型産業

高  山  市 23.5 8.8 67.7

（県対比） (0.50) (0.35) (2.48)

[国対比] (0.61) (0.31) (2.06)

岐  阜  県 47.2 25.5 27.3

全      国 38.8 28.3 32.9

高  山  市 45.3 18.8 35.9

（県対比） (1.11) (0.42) (2.51)

[国対比] (1.21) (0.41) (2.11)

岐  阜  県 40.7 45.0 14.3

全      国 37.5 45.5 17.0

高  山  市 57.5 15.8 26.7

（県対比） (1.30) (0.39) (1.76)

[国対比] (1.59) (0.35) (1.39)

岐  阜  県 44.4 40.4 15.2

全      国 36.2 44.6 19.2

工業統計

事業所数

製造品
出荷額等

付加
価値額
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２．製造業の概況 

 

 2020年工業統計調査結果における高山市の製造業の現況は、事業所数170件、従業者数4,9

70人、製造品出荷額等1,336億6,221万円となっている。（第３表） 

 平成7年以降の推移をみると、事業所数については、前年より増加に転じている年はある

ものの、概ね減少傾向となっている。従業者数については緩やかな減少傾向の後、平成17年

から増加傾向に転じたが、平成26年からは減少傾向となっている。製造品出荷額等について

は、全体として減少傾向が続いた後、平成15年からは増減しながらも全体としては増加傾向

となっている。（第１図） 

また、平成30年と令和元年を比較すると、事業所数は3件の減少（△1.7％）、従業者数は

275人の減少（△5.2％）、製造品出荷額等は約20億6千万円の減少（△1.5％）となっている。 

次に、産業３類型別に平成30年と令和元年を比較すると、事業所数は基礎素材型産業で

は1件の減少（△2.4％）、加工組立型産業は1件の増加（7.1％）、生活関連・その他型産業は

3件の減少（△2.5％）となっている。従業者数は基礎素材型産業では39人の減少（△2.6％）、

加工組立型産業は4人の減少（△0.4％）、生活関連・その他型産業で232人の減少（△8.5％）

となっている。製造品出荷額等については、基礎素材型産業においては約21億2千万円の減

少（△3.4％）、加工組立型産業では約2億8千万円の増加（1.1％）、生活関連・その他型産業

においては約2億2千万円の減少（△0.5％）となっている。（第３表） 

 

第１図 事業所数、従業者数、製造品出荷額等の比較           
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第３表 産業３類型別（事業所数、従業者数、製造品出荷額等） 

 (単位：件、人、万円、％) 

 

工業統計 

 

 

平成３０年 令和元年 平成３０年 令和元年

事　業　所　数 173 170 △ 1.7 100.0 100.0

基 礎 素 材 型 産 業 41 40 △ 2.4 23.7 23.5

加 工 組 立 型 産 業 14 15 7.1 8.1 8.8

生活関連・その他型産業 118 115 △ 2.5 68.2 67.6

従　業　者　数 5,245 4,970 △ 5.2 100.0 100.0

基 礎 素 材 型 産 業 1,499 1,460 △ 2.6 28.6 29.4

加 工 組 立 型 産 業 1,027 1,023 △ 0.4 19.6 20.6

生活関連・その他型産業 2,719 2,487 △ 8.5 51.8 50.0

製造品出荷額等 13,572,628 13,366,221 △ 1.5 100.0 100.0

基 礎 素 材 型 産 業 6,263,839 6,052,060 △ 3.4 46.2 45.3

加 工 組 立 型 産 業 2,492,353 2,519,912 1.1 18.4 18.9

生活関連・その他型産業 4,816,436 4,794,249 △ 0.5 35.5 35.9

構　成　比
区            分

増減率
元年/30年

実　　　数
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３．事業所数 

 

 令和2年6月1日現在の事業所数は170件で、前回調査である令和元年6月1日時点と比べて3

件の減少（△1.7％）となっている。 

 経営組織別に事業所数をみると、会社組織の事業所数は151件で、前回調査と比べて4件の

減少（△2.6％）、組合・その他の事業所数は8件で増減なし、個人経営の事業所数は11件で、

同1件の増加（10.0％）となっている。（第４表） 

従業者規模別に事業所数をみると、従業者数4～9人の小規模事業所が69件（構成比40.

6％）、従業者数10～29人の中規模事業所が78件（同45.9％）、従業者数30人以上の大規模事

業所が23件（同13.5％）となっている。また、前回調査との対比で増減をみると、小規模事

業所は1件の増加（1.5％）、中規模事業所は同1件の減少（△1.3％）、大規模事業所は同3件

の減少（△11.5％）となっている。（第４表、第２図） 

 次に、産業３類型別に事業所数をみると、事業所総数170件のうち、生活関連・その他型

産業が115件で全事業所数の過半数（構成比67.7％）を占めている。（第５表） 

前回調査と比べて基礎素材型産業は1件の減少（△2.4％）、加工組立型産業は同1件の増

加（7.1％）、生活関連・その他型産業は同3件の減少（△2.5％）となっている。 

また、産業中分類別に事業所数をみると食料品製造業が57件で最も多く、次いで家具・

装備品製造業が26件、金属製品製造業が11件となっている。（第５表、第３図） 
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第４表 従業者規模（経営組織）別事業所数の比較             

（単位：件、％）

 
（指数：平成30年=100）                                     工業統計 

 

第２図 従業者規模別事業所数の比較 

 

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 177 173 170

[構成比] [100.0] [100.0] [100.0]

(指  数) (102.3) (100.0) (98.3)

会社 156 155 151

組合・その他 9 8 8

個人 12 10 11

小規模事業所(4人～9人) 73 68 69

[構成比] [41.3] [39.3] [40.6]

(指  数) (107.4) (100.0) (101.5)

会社 57 56 55

組合・その他 4 3 3

個人 12 9 11

中規模事業所(10人～29人) 79 79 78

[構成比] [44.6] [45.7] [45.9]

(指  数) (100.0) (100.0) (98.7)

会社 76 76 76

組合・その他 3 2 2

個人 0 1 0

大規模事業所(30人以上) 25 26 23

[構成比] [14.1] [15.0] [13.5]

(指  数) (96.2) (100.0) (88.5)

会社 23 23 20

組合・その他 2 3 3

個人 0 0 0
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第５表 産業３類型（産業中分類）別事業所数の比較            

（単位：件、％） 

 

（指数：平成30年=100）                         工業統計 

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 177 173 170

[構成比] [100.0] [100.0] [100.0]

(指  数) (102.3) (100.0) (98.3)

基礎素材型 44 41 40

[構成比] [24.9] [23.7] [23.5]

(指  数) (107.3) (100.0) (97.6)

12 木材・木製品製造業 12 10 10

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 5 5 5

16 化学工業 1 1 1

17 石油製品・石炭製品製造業 2 2 2

18 プラスチック製品製造業 1 1 1

19 ゴム製品製造業 0 0 0

21 窯業・土石製品製造業 12 11 10

22 鉄鋼業 0 0 0

24 金属製品製造業 11 11 11

加工組立型 14 14 15

[構成比] [7.9] [8.1] [8.8]

(指  数) (100.0) (100.0) (107.1)

25 はん用機械器具製造業 4 4 4

26 生産用機械器具製造業 6 6 6

27 業務用機械器具製造業 0 0 1

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 1 1 1

29 電気機械器具製造業 1 1 1

30 情報通信機械器具製造業 1 1 1

31 輸送用機械器具製造業 1 1 1

生活関連・その他型 119 118 115

[構成比] [67.2] [68.2] [67.7]

(指  数) (100.8) (100.0) (97.5)

9 食料品製造業 62 60 57

10 飲料・たばこ・飼料製造業 7 8 8

11 繊維工業 7 7 7

13 家具・装備品製造業 27 26 26

15 印刷・同関連業 6 8 7

32 その他の製造業 10 9 10
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 第３図 産業３類型別事業所数の比較 
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４．従業者数 

 

 令和2年6月1日現在の従業者数は4,970人で、前回調査である令和元年6月1日時点と比べて

275人の減少（△5.2％）となっている。 

 就業形態別に従業者数をみると、常用労働者数は4,955人で、前回調査と比べて279人の減

少（△5.3％）、個人事業主・家族従業者数は15人で、同4人の増加（36.4％）となってい

る。さらに細かく就業形態をみると、常用労働者のうち正社員・正職員等は3,793人で常用

労働者全体の76.5％を占めており、パート・アルバイト等は1,015人（構成比20.5％）、出

向・派遣受入者は147人（同3.0％）となっている。（第６表） 

次に、従業者規模別にみてみると、小規模事業所の従業者数は441人で、前回調査と比べ

て16人の増加（3.8％）、中規模事業所の従業者数は1,305人で、同39人の減少（△2.9％）、

大規模事業所の従業者数は3,224人で、同252人の減少（△7.2％）となっている。（第６表） 

  産業３類型別にみてみると、基礎素材型産業の従業者数は1,460人で、前回調査と比べて 

39人の減少(△2.6％)、加工組立型産業の従業者数は1,023人で、同4人の減少（△0.4％）、

生活関連・その他型産業の従業者数は2,487人で、同232人の減少（△8.5％）となっている。

（第７表） 
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第６表 従業者規模（就業形態）別従業者数の比較             

（単位：人、％）

 

（指数：平成30年=100）                        工業統計 

 

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 5,277 5,245 4,970

[構成比] [100.0] [100.0] [100.0]

(指  数) (100.6) (100.0) (94.8)

常用労働者数 5,264 5,234 4,955

正社員・正職員等 3,952 3,883 3,793

パート・アルバイト等 1,091 1,153 1,015

出向・派遣受入者 221 198 147

個人事業主・家族従業者 13 11 15

小規模事業所(4人～9人) 454 425 441

[構成比] [8.6] [8.1] [8.9]

(指  数) (106.8) (100.0) (103.8)

常用労働者数 441 415 426

正社員・正職員等 307 294 311

パート・アルバイト等 130 117 115

出向・派遣受入者 4 4 0

個人事業主・家族従業者 13 10 15

中規模事業所(10人～29人) 1,337 1,344 1,305

[構成比] [25.3] [25.6] [26.2]

(指  数) (99.5) (100.0) (97.1)

常用労働者数 1,337 1,343 1,305

正社員・正職員等 888 893 868

パート・アルバイト等 434 435 417

出向・派遣受入者 15 15 20

個人事業主・家族従業者 0 1 0

大規模事業所(30人以上) 3,486 3,476 3,224

[構成比] [66.1] [66.3] [64.9]

(指  数) (100.3) (100.0) (92.8)

常用労働者数 3,486 3,476 3,224

正社員・正職員等 2,757 2,696 2,614

パート・アルバイト等 527 601 483

出向・派遣受入者 202 179 127

個人事業主・家族従業者 0 0 0
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第７表 産業３類型別従業者数の比較                   

（単位：人、％）

 

（指数：平成30年=100）                        工業統計 

 

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 5,277 5,245 4,970

[構成比] [100.0] [100.0] [100.0]

(指  数) (100.6) (100.0) (94.8)

常用労働者数 5,264 5,234 4,955

正社員・正職員等 3,952 3,883 3,793

パート・アルバイト等 1,091 1,153 1,015

出向・派遣受入者 221 198 147

個人事業主・家族従業者 13 11 15

基 礎 素 材 型 1,556 1,499 1,460

[構成比] [29.5] [28.6] [29.4]

(指  数) (103.8) (100.0) (97.4)

常用労働者数 1,552 1,496 1,457

正社員・正職員等 1,213 1,191 1,189

パート・アルバイト等 223 204 187

出向・派遣受入者 116 101 81

個人事業主・家族従業者 4 3 3

加 工 組 立 型 1,017 1,027 1,023

[構成比] [19.3] [19.6] [20.6]

(指  数) (99.0) (100.0) (99.6)

常用労働者数 1,017 1,027 1,023

正社員・正職員等 731 702 732

パート・アルバイト等 192 239 231

出向・派遣受入者 94 86 60

個人事業主・家族従業者 0 0 0

生活関連・その他型 2,704 2,719 2,487

[構成比] [51.2] [51.8] [50.0]

(指  数) (99.4) (100.0) (91.5)

常用労働者数 2,695 2,711 2,475

正社員・正職員等 2,008 1,990 1,872

パート・アルバイト等 676 710 597

出向・派遣受入者 11 11 6

個人事業主・家族従業者 9 8 12
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５．製造品出荷額等 

 

 令和元年の製造品出荷額等は1,336億6,221万円で、平成30年と比べて約20億6千万円の減

少（△1.5％）となっている。 

 従業者規模別に増減をみると、平成30年と比べて小規模事業所の製造品出荷額等は約3億 

4千万円の減少（△5.5％）、中規模事業所の製造品出荷額等は約1億6千万円の増加（0.8％）、

大規模事業所の製造品出荷額等は約18億9千万円の減少（△1.7％）となっている。（第８表） 

 産業３類型別にみると、基礎素材型産業が約605億2千万円（構成比45.2％）で最も多く、

次いで生活関連・その他型産業が約479億4千万円（同35.9％）、加工組立型産業が約252億円

（同18.9％）となっている。次に、平成30年との対比で増減をみると、基礎素材型産業が約

21億2千万円の減少（△3.4％）、加工組立型産業が約2億8千万円の増加（1.1％）、生活関

連・その他型産業が約2億2千万円の減少（△0.5％）となっている。（第９表） 

市全体の産業に占める産業３類型別の割合について、平成30年と比較すると加工組立型、

生活関連・その他型が増加している。（第９表） 

また、産業中分類別にみると、「化学工業、石油・石炭製品製造業、プラスチック製品製

造業」の構成比が36.5％で最も高く、次いで食料品製造業が19.7％、家具・装備品製造業が

10.3％となっており、市全体の約7割を占めている。（第５図） 
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第８表 従業者規模別製造品出荷額等の比較               
 

（単位：万円、％）

 

（指数：平成30年=100）                         工業統計 

 

 

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 14,013,754 13,572,628 13,366,221

[構成比] [100.0] [100.0] [100.0]

(指  数) (103.3) (100.0) (98.5)

製造品出荷額 11,951,346 11,650,478 11,647,373

加工賃収入額 1,448,732 1,324,000 1,076,480

その他収入額 613,676 598,150 642,368

小規模事業所(4人～9人) 670,590 614,828 581,105

[構成比] [4.8] [4.5] [4.3]

(指  数) (109.1) (100.0) (94.5)

製造品出荷額 623,304 570,125 522,955

加工賃収入額 21,092 18,588 20,378

その他収入額 26,194 26,115 37,772

中規模事業所(10人～29人) 2,750,280 2,053,096 2,068,959

[構成比] [19.6] [15.1] [15.5]

(指  数) (134.0) (100.0) (100.8)

製造品出荷額 2,425,010 1,786,138 1,809,848

加工賃収入額 55,239 57,932 54,264

その他収入額 270,031 209,026 204,847

大規模事業所(30人以上) 10,592,884 10,904,704 10,716,157

[構成比] [75.6] [80.4] [80.2]

(指  数) (97.1) (100.0) (98.3)

製造品出荷額 8,903,032 9,294,215 9,314,570

加工賃収入額 1,372,401 1,247,480 1,001,838

その他収入額 317,451 363,009 399,749
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第９表 産業３類型（産業中分類）別製造品出荷額等の比較        

（単位：万円、％）

 

 （指数：平成30年=100）                         工業統計 

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 14,013,754 13,572,628 13,366,221

[構成比] [100.0] [100.0] [100.0]

(指  数) (103.3) (100.0) (98.5)

基礎素材型 6,456,469 6,263,839 6,052,060

[構成比] [46.1] [46.1] [45.2]

(指  数) (103.1) (100.0) (96.6)

12 木材・木製品製造業 172,267 188,879 174,665

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 600,940 596,057 599,391

16 化学工業 X X X

17 石油製品・石炭製品製造業 X X X

18 プラスチック製品製造業 X X X

19 ゴム製品製造業 - - -

21 窯業・土石製品製造業 382,320 348,868 258,864

24 金属製品製造業 126,228 146,258 147,581

加工組立型 2,145,670 2,492,353 2,519,912

[構成比] [15.3] [18.4] [18.9]

(指  数) (86.1) (100.0) (101.1)

25 はん用機械器具製造業 1,086,635 1,235,897 1,098,785

26 生産用機械器具製造業 637,891 875,381 957,837

27 業務用機械器具製造業 - - X

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 X X X

29 電気機械器具製造業 X X X

30 情報通信機械器具製造業 X X X

31 輸送用機械器具製造業 X X X

生活関連・その他型 5,411,615 4,816,436 4,794,249

[構成比] [38.6] [35.5] [35.9]

(指  数) (112.4) (100.0) (99.5)

9 食料品製造業 3,346,923 2,683,866 2,634,126

10 飲料・たばこ・飼料製造業 226,918 242,876 259,382

11 繊維工業 313,225 332,490 315,195

13 家具・装備品製造業 1,319,603 1,339,013 1,377,806

15 印刷・同関連業 158,166 176,815 161,911

32 その他の製造業 46,780 41,376 45,829
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第４図 産業３類型別製造品出荷額等の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５図 産業３類型（産業中分類）別製造品出荷額等の構成比（令和元年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記グラフにおいては、「化学工業、石油・石炭製品製造業、プラスチック製品製造業」及び「電気機械器具製造業、

情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、電子部品・デバイス電子回路製造業、業務用機械器具製造業」は、

秘匿部分につき合算して計上している。 
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６．付加価値額 

 

令和元年の付加価値額総額は619億4,444万円で、平成30年と比べて約25億2千万円の増加

（4.2％）となっている。 

従業者規模別にみると、小規模事業所の付加価値額は平成30年と比べて約2億円の減少

（△7.4％）、中規模事業所の付加価値額は約2億円の増加（2.2％）、大規模事業所の付加価

値額は約25億2千万円の増加（5.3％）となっている。（第１０表） 

 付加価値率について平成30年との対比で増減をみると、小規模事業所が0.9ポイント減少、

中規模事業所が0.6ポイント増加、大規模事業所が3.1ポイント増加し、全体で2.5ポイント

の増加となった。（第１１表） 

 また、付加価値生産性について平成30年との対比で増減をみると、小規模事業所が 

10.7％の減少、中規模事業所が5.2％の増加、大規模事業所が13.5％の増加となっており、

全体では10.0％の増加となっている。（第１１表） 

  産業３類型別にみてみると、基礎素材型産業の付加価値額は平成30年と比べて約30億7千

万円の増加（9.4％）、加工組立型産業の付加価値額は約4億1千万円の減少（△4.0％）、生活

関連・その他型産業の付加価値額は約1億4千万円の減少（△0.9％）となっている。 

（第１２表） 

  付加価値率について平成30年との対比で増減をみると、基礎素材型産業が6.9ポイント増

加、加工組立型産業が2.1ポイント減少、生活関連・その他型産業が0.1ポイント減少してい

る。（第１３表） 

  また、付加価値生産性について平成30年との対比でみると、基礎素材型産業が12.3％の 

増加、加工組立型産業が3.6％の減少、生活関連・その他型産業が8.4％の増加となっている。

（第１３表） 
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・付加価値率＝付加価値額／製造品出荷額等×１００（製造品出荷額等に対する付加価値額の割合） 

・付加価値生産性＝付加価値額／従業者数（従業者１人あたりの付加価値額） 

第１０表  従業者規模別付加価値額の比較

(単位：万円、％)

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 6,125,176 5,942,482 6,194,444

[構成比] [100.1] [100.0] [100.0]

(指  数) (103.1) (100.0) (104.2)

小規模事業所(4人～9人) 275,717 271,673 251,667

[構成比] [4.6] [4.6] [4.1]

(指  数) (101.5) (100.0) (92.6)

中規模事業所(10人～29人) 1,193,394 921,086 940,913

[構成比] [19.5] [15.5] [15.2]

(指  数) (129.6) (100.0) (102.2)

大規模事業所(30人以上) 4,656,065 4,749,723 5,001,864

[構成比] [76.0] [79.9] [80.7]

(指  数) (98.0) (100.0) (105.3)

（指数：平成30年=100） 工業統計

第１１表  従業者規模別付加価値率及び付加価値生産性の比較

(単位：％、万円)

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 43.7 43.8 46.3

小規模事業所(4人～9人) 41.1 44.2 43.3

中規模事業所(10人～29人) 43.4 44.9 45.5

大規模事業所(30人以上) 44.0 43.6 46.7

総            数 1,161 1,133 1,246

(指  数) (102.4) (100.0) (110.0)

小規模事業所(4人～9人) 607 639 571

(指  数) (95.0) (100.0) (89.3)

中規模事業所(10人～29人) 893 685 721

(指  数) (130.2) (100.0) (105.2)

大規模事業所(30人以上) 1,336 1,366 1,551

(指  数) (97.7) (100.0) (113.5)

（指数：平成30年=100） 工業統計

付
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・付加価値率＝付加価値額／製造品出荷額等×１００（製造品出荷額等に対する付加価値額の割合） 

・付加価値生産性＝付加価値額／従業者数（従業者１人あたりの付加価値額） 

第１２表  産業３類型別付加価値額の比較

(単位：万円、％)

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 6,125,176 5,942,482 6,194,444

[構成比] [100.0] [100.0] [100.0]

(指  数) (103.1) (100.0) (104.2)

基 礎 素 材 型 3,331,119 3,257,744 3,564,474

[構成比] [54.4] [54.8] [57.5]

(指  数) (102.3) (100.0) (109.4)

加 工 組 立 型 830,669 1,016,256 975,696

[構成比] [13.6] [17.1] [15.8]

(指  数) (81.7) (100.0) (96.0)

生活関連・その他型 1,963,388 1,668,482 1,654,274

[構成比] [32.0] [28.1] [26.7]

(指  数) (117.7) (100.0) (99.1)

（指数：平成30年=100） 工業統計

第１３表  産業３類型別付加価値率及び付加価値生産性の比較

(単位：％、万円)

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 43.7 43.8 46.3

基 礎 素 材 型 51.6 52.0 58.9

加 工 組 立 型 38.7 40.8 38.7

生活関連・その他型 36.3 34.6 34.5

総            数 1,161 1,133 1,246

(指  数) (102.4) (100.0) (110.0)

基 礎 素 材 型 2,141 2,173 2,441

(指  数) (98.5) (100.0) (112.3)

加 工 組 立 型 817 990 954

(指  数) (82.5) (100.0) (96.4)

生活関連・その他型 726 614 665

(指  数) (118.3) (100.0) (108.4)

（指数：平成30年=100） 工業統計
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第６図 産業３類型別（産業中分類）別付加価値額の構成比（令和元年） 

 

※ 上記グラフにおいては、「化学工業、石油・石炭製品製造業、プラスチック製品製造業」及び「電気機械器具製造業、

情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、業務用機械器具製造業」

は、秘匿部分につき合算して計上している。 
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７．労働生産性・土地生産性 

 

 令和元年の労働生産性は2,689万円で、平成30年と比べて101万円の増加（3.9％）となっ

ている。 

 従業者規模別にみると、平成30年との比較では、小規模事業所の労働生産性は129万円の

減少（△8.9％）、中規模事業所の労働生産性は57万円の増加（3.7％）、大規模事業所の労働

生産性は187万円の増加（6.0％）となっている。（第７図、第１４表） 

産業３類型別にみると、平成30年との比較では基礎素材型産業が34万円の減少（△

0.8％）、加工組立型産業が36万円の増加（1.5％）、生活関連・その他型産業が157万円の増

加（8.8％）となっている。（第１５表） 

 次に、従業者数30人以上の大規模事業所について土地生産性をみると、1㎡あたり86,877

円となり、平成30年と比べると4,174円増加（5.0％）している。（第１６表） 

 

第７図 従業者規模別労働生産性の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（用語の説明） 

・労働生産性＝製造品出荷額等／従業者数（従業者１人あたりの製造品出荷額等） 

・土地生産性＝付加価値額／敷地面積（１㎡あたりの付加価値額） 
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第１４表  従業者規模別労働生産性の比較

(単位：万円、％)

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 2,656 2,588 2,689

(指  数) (102.6) (100.0) (103.9)

小規模事業所(4人～9人) 1,477 1,447 1,318

(指  数) (102.1) (100.0) (91.1)

中規模事業所(10人～29人) 2,057 1,528 1,585

(指  数) (134.6) (100.0) (103.7)

大規模事業所(30人以上) 3,039 3,137 3,324

(指  数) (96.9) (100.0) (106.0)

（指数：平成30年=100） 工業統計

第１５表  産業３類型別労働生産性の比較

(単位：万円、％)

区            分 平成２９年 平成３０年 令和元年

総            数 2,656 2,588 2,689

(指  数) (102.6) (100.0) (103.9)

基 礎 素 材 型 4,149 4,179 4,145

(指  数) (99.3) (100.0) (99.2)

加 工 組 立 型 2,110 2,427 2,463

(指  数) (86.9) (100.0) (101.5)

生活関連・その他型 2,001 1,771 1,928

(指  数) (113.0) (100.0) (108.8)

（指数：平成30年=100） 工業統計

第１６表  土地生産性

項            目 平成２９年 平成３０年 令和元年

付加価値額  (万円) 4,656,065 4,749,723 5,001,864

敷地面積    (㎡) 574,620 574,314 575,744

土地生産性  (円／㎡) 81,029 82,703 86,877

(指  数) (98.0) (100.0) (105.0)

（指数：平成30年=100） 工業統計
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計 男 女 計 （内）出荷額 （内）加工賃 （内）その他

 09. 食料品製造業 57 949 441 508 2,634,126 2,426,392 47,829 159,905 618,859 46,213 2,776 652 19.1 19.7

 10. 飲料・たばこ・飼料製造業 8 140 80 60 259,382 205,649 0 53,733 100,316 32,423 1,853 717 2.8 1.9

 11. 繊維工業 7 216 70 146 315,195 163,652 1,911 149,632 113,626 45,028 1,459 526 4.3 2.4

 12. 木材・木製品製造業 10 126 95 31 174,665 115,344 10,160 49,161 99,644 17,467 1,386 791 2.5 1.3

 13. 家具・装備品製造業 26 1,030 763 267 1,377,806 1,236,005 19,460 122,341 730,316 52,993 1,338 709 20.7 10.3

 14. パルプ･紙･紙加工品製造業 5 295 221 74 599,391 597,819 0 1,572 211,278 119,878 2,032 716 5.9 4.5

 15. 印刷・同関連業 7 96 60 36 161,911 159,741 0 2,170 65,377 23,130 1,687 681 1.9 1.2

 16. 化学工業 1 x x x x x x x x x x x x x

 17. 石油製品・石炭製品製造業 2 x x x x x x x x x x x x x

 18. プラスチック製品製造業 1 x x x x x x x x x x x x x

 19. ゴム製品製造業 0 - - - - - - - - - - - - -

 20．なめし皮・同製品・毛皮製造業 0 - - - - - - - - - - - - -

 21. 窯業・土石製品製造業 10 117 91 26 258,864 213,170 0 45,694 92,620 25,886 2,213 792 2.4 1.9

 22. 鉄鋼業 0 - - - - - - - - - - - - -

 23．非鉄金属製造業 0 - - - - - - - - - - - - -

 24. 金属製品製造業 11 94 76 18 147,581 127,142 20,439 0 68,763 13,416 1,570 732 1.9 1.1

 25. はん用機械器具製造業 4 553 409 144 1,098,785 1,039,899 45,124 13,762 339,636 274,696 1,987 614 11.1 8.2

 26. 生産用機械器具製造業 6 187 156 31 957,837 953,837 2,150 1,850 494,658 159,640 5,122 2,645 3.8 7.2

 27. 業務用機械器具製造業 1 x x x x x x x x x x x x x

 28. 電子部品・デバイス・電子回路製造業 1 x x x x x x x x x x x x x

 29. 電気機械器具製造業 1 x x x x x x x x x x x x x

 30. 情報通信機械器具製造業 1 x x x x x x x x x x x x x

 31. 輸送用機械器具製造業 1 x x x x x x x x x x x x x

 32. その他の製造業 10 56 31 25 45,829 37,614 4,608 3,607 25,780 4,583 818 460 1.1 0.3

合　　　　　計 170 4,970 3,173 1,797 13,366,221 11,647,373 1,076,480 642,368 6,194,444 78,625 2,689 1,246 100.0 100.0

2020年工業統計調査

第１表　産業中分類別（事業所数、従業者数、製造品出荷額等、付加価値額、事業所生産性、労働生産性、付加価値生産性）

（単位：件、人、万円、％）

産業分類　（中分類） 事業所数
従業者数 製　造　品　出　荷　額　等

付加価値額
事業所
生産性

労働
生産性

付加価値
生産性

構成比

従業者数
製造品

出荷額等



計 男 女 計 （内）出荷額 （内）加工賃 （内）その他
57 949 441 508 2,634,126 2,426,392 47,829 159,905 46,213 2,776

 0932　野菜漬物製造業 5 92 26 66 80,833 76,567 0 4,266 16,167 879

 0941　味そ製造業 3 x x x x x x x x x

 0971  パン製造業 1 x x x x x x x x x

 0972　生菓子製造業 4 44 13 31 25,165 25,162 3 0 6,291 572

 0973　ビスケット類･干菓子製造業 2 x x x x x x x x x

 0974　米菓製造業 0 - - - - - - - - -

 0979　その他のパン･菓子製造業 5 47 11 36 20,344 20,344 0 0 4,069 433

 0992　めん類製造業 5 64 15 49 48,775 47,895 880 0 9,755 762

 0993　豆腐･油揚製造業 3 60 31 29 30,888 29,888 0 1,000 10,296 515

 　　  その他 29 568 324 244 2,380,596 2,183,246 43,011 154,339 82,090 4,191

8 140 80 60 259,382 205,649 0 53,733 32,423 1,853

 1023　清酒製造業 5 97 44 53 137,534 83,904 0 53,630 27,507 1,418

 　　　その他 3 43 36 7 121,848 121,745 0 103 40,616 2,834

7 216 70 146 315,195 163,652 1,911 149,632 45,028 1,459

 12. 木材・木製品製造業 10 126 95 31 174,665 115,344 10,160 49,161 17,467 1,386

 1211　一般製材業 3 19 16 3 44,180 43,123 556 501 14,727 2,325

 1232　木箱製造業 0 - - - - - - - - -

 　　　その他 7 107 79 28 130,485 72,221 9,604 48,660 18,641 1,219

 13. 家具・装備品製造業 26 1,030 763 267 1,377,806 1,236,005 19,460 122,341 52,993 1,338

 1311　木製家具製造業 19 962 706 256 1,312,735 1,174,037 16,357 122,341 69,091 1,365

 1331　建具製造業 4 44 37 7 44,329 41,226 3,103 0 11,082 1,007

 　　　その他 3 24 20 4 20,742 20,742 0 0 6,914 864

 14．パルプ・紙・紙加工品製造業 5 295 221 74 599,391 597,819 0 1,572 119,878 2,032

 15．印刷・同関連業 7 96 60 36 161,911 159,741 0 2,170 23,130 1,687

 16．化学工業 1 x x x x x x x x x

 17．石油製品・石炭製品製造業 2 x x x x x x x x x

 18．プラスチック製品製造業 1 x x x x x x x x x

 19．ゴム製品製造業 0 - - - - - - - - -

 20．なめし皮・同製品・毛皮製造業 0 - - - - - - - - -

 21．窯業・土石製品製造業 10 117 91 26 258,864 213,170 0 45,694 25,886 2,213
 2142・43・47　食卓用・ちゅう房用陶磁器・陶磁器製置物製造業・陶磁器絵付業 2 x x x x x x x x x

 　　  その他 8 x x x x x x x x x

 22．鉄鋼業 0 - - - - - - - - -

 23．非鉄金属製造業 0 - - - - - - - - -

11 94 76 18 147,581 127,142 20,439 0 13,416 1,570

4 553 409 144 1,098,785 1,039,899 45,124 13,762 274,696 1,987

6 187 156 31 957,837 953,837 2,150 1,850 159,640 5,122

1 x x x x x x x x x

1 x x x x x x x x x

1 x x x x x x x x x

1 x x x x x x x x x

1 x x x x x x x x x

10 56 31 25 45,829 37,614 4,608 3,607 4,583 818

 3271　漆器製造業 3 14 8 6 7,878 7,808 0 70 2,626 563

 　　　その他 7 42 23 19 37,951 29,806 4,608 3,537 5,422 904

170 4,970 3,173 1,797 13,366,221 11,647,373 1,076,480 642,368 78,625 2,689

第２表　産業細分類別（事業所数、従業者数、製造品出荷額等、事業所生産性、労働生産性）

　（単位：件、人、万円）

事業所数
従業者数 　製　造　品　出　荷　額　等

事業所生産性 労働生産性産業分類　（細分類）

 09. 食料品製造業

 10. 飲料・たばこ・飼料製造業

 11. 繊維工業

 24．金属製品製造業
 25．はん用機械器具製造業
 26．生産用機械器具製造業

合　　　　　計
2020年工業統計調査

 27．業務用機械器具製造業
 28．電子部品・デバイス・電子回路製造業
 29．電気機械器具製造業
 30．情報通信機械器具製造業
 31．輸送用機械器具製造業
 32．その他の製造業



30年 元年 増減数 30年 元年 増減数 30年 元年 増減率 30年 元年 増減率 30年 元年 増減率

 09. 食料品製造業 60 57 △ 3 1,085 949 △ 136 2,683,866 2,634,126 △ 1.9 2,474 2,776 12.2 558 652 16.8

 10. 飲料・たばこ・飼料製造業 8 8 0 141 140 △ 1 242,876 259,382 6.8 1,723 1,853 7.6 686 717 4.5

 11. 繊維工業 7 7 0 230 216 △ 14 332,490 315,195 △ 5.2 1,446 1,459 0.9 628 526 △ 16.3

 12. 木材・木製品製造業 10 10 0 130 126 △ 4 188,879 174,665 △ 7.5 1,453 1,386 △ 4.6 857 791 △ 7.7

 13. 家具・装備品製造業 26 26 0 1,101 1,030 △ 71 1,339,013 1,377,806 2.9 1,216 1,338 10.0 660 709 7.4

 14. パルプ･紙･紙加工品製造業 5 5 0 296 295 △ 1 596,057 599,391 0.6 2,014 2,032 0.9 719 716 △ 0.4

 15. 印刷・同関連業 8 7 △ 1 111 96 △ 15 176,815 161,911 △ 8.4 1,593 1,687 5.9 638 681 6.8

 16. 化学工業 1 1 0 x x x x x x x x x x x x

 17. 石油製品・石炭製品製造業 2 2 0 x x x x x x x x x x x x

 18. プラスチック製品製造業 1 1 0 x x x x x x x x x x x x

 19. ゴム製品製造業 - - - - - - - - - - - - - - -

 20．なめし皮・同製品・毛皮 - - - - - - - - - - - - - - -

 21. 窯業・土石製品製造業 11 10 △ 1 117 117 0 348,868 258,864 △ 25.8 2,982 2,213 △ 25.8 1,111 792 △ 28.7

 22. 鉄鋼業 - - - - - - - - - - - - - - -

 23．非鉄金属製造業 - - - - - - - - - - - - - - -

 24. 金属製品製造業 11 11 0 93 94 1 146,258 147,581 0.9 1,573 1,570 △ 0.2 750 732 △ 2.4

 25. はん用機械器具製造業 4 4 0 589 553 △ 36 1,235,897 1,098,785 △ 11.1 2,098 1,987 △ 5.3 840 614 △ 26.9

 26. 生産用機械器具製造業 6 6 0 188 187 △ 1 875,381 957,837 9.4 4,656 5,122 10.0 2,146 2,645 23.3

 27. 業務用機械器具製造業 - 1 1 - x x - x x - x x - x x

 28. 電子部品・デバイス・電子回路製造業 1 1 0 x x x x x x x x x x x x

 29. 電気機械器具製造業 1 1 0 x x x x x x x x x x x x

 30. 情報通信機械器具製造業 1 1 0 x x x x x x x x x x x x

 31. 輸送用機械器具製造業 1 1 0 x x x x x x x x x x x x

 32. その他の製造業 9 10 1 51 56 5 41,376 45,829 10.8 811 818 0.9 467 460 △ 1.3

合　　　　　計 173 170 △ 3 5,245 4,970 △ 275 13,572,628 13,366,221 △ 1.5 2,588 2,689 3.9 1,133 1,246 10.0

2019年,2020年工業統計調査

第３表　産業中分類別（事業所数、従業者数、製造品出荷額等、労働生産性、付加価値生産性の前年対比）

　（単位：件、人、万円、％）

 　産業分類　（中分類）
事業所数 従業者数 製　造　品　出　荷　額　等 労働生産性 付加価値生産性



4～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～75 76～99 100～199 200～299 300～499 500人以上
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

 09. 食料品製造業 17 25 10 3 0 1 0 1 0 0 0 57

 10. 飲料・たばこ・飼料製造業 1 5 1 0 1 0 0 0 0 0 0 8

 11. 繊維工業 3 2 0 1 0 0 0 1 0 0 0 7

 12. 木材・木製品製造業 4 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 10

 13. 家具・装備品製造業 12 2 6 0 0 1 0 5 0 0 0 26

 14. パルプ･紙･紙加工品製造業 2 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 5

 15. 印刷・同関連業 3 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 7

 16. 化学工業 x x x x x x x x x x x 1

 17. 石油製品・石炭製品製造業 x x x x x x x x x x x 2

 18. プラスチック製品製造業 x x x x x x x x x x x 1

 19. ゴム製品製造業 - - - - - - - - - - - -

 20．なめし皮・同製品・毛皮 - - - - - - - - - - - -

 21. 窯業・土石製品製造業 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 10

 22. 鉄鋼業 - - - - - - - - - - - -

 23．非鉄金属製造業 - - - - - - - - - - - -

 24. 金属製品製造業 7 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

 25. はん用機械器具製造業 0 2 0 0 1 0 0 0 0 1 0 4

 26. 生産用機械器具製造業 2 3 0 0 0 0 0 1 0 0 0 6

 27. 業務用機械器具製造業 x x x x x x x x x x x 1

 28. 電子部品・デバイス・電子回路製造業 x x x x x x x x x x x 1

 29. 電気機械器具製造業 x x x x x x x x x x x 1

 30. 情報通信機械器具製造業 x x x x x x x x x x x 1

 31. 輸送用機械器具製造業 x x x x x x x x x x x 1

 32. その他の製造業 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10

合　　　　　　　　計 69 53 25 4 4 2 2 8 1 1 1 170

規模別構成比 40.6 31.2 14.7 2.4 2.4 1.2 1.2 4.7 0.6 0.6 0.6 100.0

第４表　産業中分類別・従業者規模別の事業所数

（単位：件、％）

産業分類（中分類） 計

2020年工業統計調査



事業所数 従業員数 製造品出荷額等
計 男 女 計 （内）出荷額 （内）加工賃 （内）その他 (全体170) (全体4,970) (全体13,366,221)

10 126 95 31 174,665 115,344 10,160 49,161 1,386 5.9 2.5 1.3

 　一般製材 3 19 16 3 44,180 43,123 556 501 2,325 1.8 0.4 0.3

 　木箱 0 - - - - - - - - - - -

 　その他 7 107 79 28 130,485 72,221 9,604 48,660 1,219 4.1 2.2 1.0

26 1,030 763 267 1,377,806 1,236,005 19,460 122,341 1,338 15.3 20.7 10.3

 　木製家具 19 962 706 256 1,312,735 1,174,037 16,357 122,341 1,365 11.2 19.4 9.8

 　木製建具 4 44 37 7 44,329 41,226 3,103 0 1,007 2.4 0.9 0.3

 　その他 3 24 20 4 20,742 20,742 0 0 864 1.8 0.5 0.2

10 56 31 25 45,829 37,614 4,608 3,607 818 5.9 1.1 0.3

 　漆器製造業 3 14 8 6 7,878 7,808 0 70 563 1.8 0.3 0.1

 　その他 7 42 23 19 37,951 29,806 4,608 3,537 904 4.1 0.8 0.3

46 1,212 889 323 1,598,300 1,388,963 34,228 175,109 1,319 27.1 24.4 12.0

事業所数 従業者数 製造品出荷額等
計 男 女 計 （内）出荷額 （内）加工賃 （内）その他 (全体170) (全体4,970) (全体13,366,221)

11 107 27 80 52,874 52,871 3 0 494 6.5 2.2 0.4

5 97 44 53 137,534 83,904 0 53,630 1,418 2.9 2.0 1.0

5 92 26 66 80,833 76,567 0 4,266 879 2.9 1.9 0.6

3 x x x x x x x x x x x

2 x x x x x x x x x x x

3 14 8 6 7,878 7,808 0 70 563 1.8 0.3 0.1

29 363 120 243 311,708 253,521 221 57,966 859 17.1 7.3 2.3

第５表　木工関係業種の状況（木材を主な原材料とする業種）

（単位：件、人、万円、％）

産業区分 事業所数
従業者数 製　造　品　出　荷　額　等

労働生産性
製造業全体に占める構成比

 12.木材・木製品

 13.家具・装備品

 32.その他の製品

合　　　　計

2020年工業統計調査

第６表　特産品の状況

　（単位：件、人、万円、％）

産業区分 事業所数
従業者数 製　造　品　出　荷　額　等

労働生産性
製造業全体に占める構成比

合     計

2020年工業統計調査

銘　　　菓

清　　　酒

漬　　　物

味　　　噌

陶　磁　器

漆　　　器



事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 (元年/30年) 労働生産性 付加価値生産性 付加価値率 １　　位 ２　　位 ３　　位

件 人 万円 件 人 万円  ％ 万円/人 万円/人 ％

　岐阜市 478 11,092 26,684,397 464 10,989 25,715,098 △ 3.6 2,340 884 37.8 食料品 鉄鋼業 生産用機械器具

　大垣市 357 16,835 53,504,602 352 16,850 54,457,373 1.8 3,232 1,226 37.9 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路 輸送用機械器具 窯業・土石製品

　高山市 173 5,245 13,572,628 170 4,970 13,366,221 △ 1.5 2,689 1,246 46.3 X X X

　多治見市 260 6,366 13,297,486 257 6,300 13,565,912 2.0 2,153 736 34.2 窯業・土石製品 食料品 輸送用機械器具

　関市 533 16,764 42,506,945 523 16,777 42,441,697 △ 0.2 2,530 983 38.9 金属製品 輸送用機械器具 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

　中津川市 259 12,781 41,628,930 248 12,494 43,802,668 5.2 3,506 1,136 32.4 X X X

　美濃市 148 5,097 13,954,380 155 4,854 13,538,585 △ 3.0 2,789 1,079 38.7 はん用機械器具 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 生産用機械器具

　瑞浪市 120 3,563 5,744,245 121 3,704 12,885,687 124.3 3,479 759 21.8 X X X

　羽島市 141 3,604 6,685,378 149 3,666 6,856,073 2.6 1,870 722 38.6 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 繊維工業 輸送用機械器具

　恵那市 163 7,000 16,577,201 161 6,882 17,257,595 4.1 2,508 954 38.0 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品 輸送用機械器具

　美濃加茂市 143 6,668 23,767,116 139 6,789 22,344,763 △ 6.0 3,291 1,045 31.8 生産用機械器具 鉄鋼業 食料品

　土岐市 294 7,638 17,000,645 286 7,754 17,493,899 2.9 2,256 846 37.5 X X X

　各務原市 381 21,335 79,349,984 367 20,554 76,016,206 △ 4.2 3,698 1,041 28.1 X X X

　可児市 176 12,349 53,123,838 180 13,287 48,523,466 △ 8.7 3,652 1,017 27.8 輸送用機械器具 生産用機械器具 ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品

　山県市 144 3,378 7,004,166 140 3,358 6,974,427 △ 0.4 2,077 685 33.0 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 金属製品 食料品

　瑞穂市 107 4,001 9,746,502 99 3,989 9,483,724 △ 2.7 2,377 909 38.2 窯業・土石製品 輸送用機械器具 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

　飛騨市 69 3,265 8,085,849 70 3,113 7,399,020 △ 8.5 2,377 885 37.2 非鉄金属 化学工業 家具・装備品

　本巣市 78 4,507 10,213,129 78 4,787 11,333,048 11.0 2,367 929 39.2 X X X

　郡上市 153 4,047 8,528,320 145 3,837 8,065,667 △ 5.4 2,102 852 40.5 X X X

　下呂市 113 2,845 5,925,412 106 2,648 5,704,947 △ 3.7 2,154 880 40.9 家具・装備品 ｺﾞﾑ製品 輸送用機械器具

　海津市 161 4,157 11,287,103 157 4,110 12,036,128 6.6 2,928 907 31.0 金属製品 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路

市　　計 4,451 162,537 468,188,256 4,367 161,712 469,262,204 0.2 2,902 990 34.1 - - -

  県　　計 5,487 204,629 588,971,066 5,415 203,537 591,428,797 0.4 2,906 995 34.2 - - -

２１市シェア
          ％

81.5 79.7 79.7 80.6 79.5 79.3 - - - - - - -

工業主要指標 ２１市の比較

都市名 平成３０年 令和元年
製造品出荷額等

伸 率
令和元年 主　　要　　産　　業　（令和元年）

＊主要産業は、製造品出荷額等の上位３産業を挙げています。 2019年,2020年工業統計調査


